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近年，環境意識の浸透や石油高騰などによって電気自動車を始めとする次世代自動車への関心が高まっ

ている．ハイブリッド車（HV）や電気自動車（EV）は既に市販されており，特にHVは広く普及している．

本研究で主に扱うプラグイン－ハイブリッド車（PHV）は現在注目されている次世代自動車の一つで，

EVとHVの両方の特性を併せ持っている．しかし現状では，PHVの経済性などの詳細が明らかにされてい

るとは言えない．本研究では，豊田市におけるGPS調査のデータを用いて，既存の車両を次世代自動車に

置き換えた場合，運用費や二酸化炭素排出量がどれだけ変化するかを調べた．その結果，PHV普及のため

に解決しなければならない課題を明らかにしている． 
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1. 序論 

 

CO2排出量削減を始めとする環境意識の高まりや近年

の石油価格の高騰から，次世代自動車への関心が高まっ

ている．ハイブリッド車（hybrid-vehicle，以下 HV）や電

気自動車（electric-vehicle，以下 EV）等がそれにあたるが，

特に HVに関しては現在広く普及している．これは利用

するのに充電設備を整える必要がないことや，ガソリン

車（conventional-car，以下 CV）との価格差が小さくなっ

た事が原因として挙げられる．一方電気自動車に関して

は数車種が市販されているものの，バッテリーに起因す

る高価な車体価格や航続距離（一般的な車種で 100～

200km）の問題から普及が進んでいない．ただし将来的

に自動車の動力が石油から電力に切り替わるのは明白で

あり，電気を動力とした自動車の普及が急がれる．そう

いった問題の現実的な回答となるのが，本研究のメイン

テーマであるプラグイン－ハイブリッド車（plug-in-

hybrid-vehicle，以下 PHV）である．PHV は HV のように

内燃機関とモーター，バッテリーを搭載するが，そのバ

ッテリーは HVのものよりも大容量で，さらに EVのよ

うに充電が可能である．よって，家庭用コンセントなど

から充電を行うことで，ある程度の距離を電力のみで走

行し，電力を使いきった後は HVとして走行することが

可能となる．比較的容量の大きいバッテリーを搭載する

ことから，依然として価格面での問題は残るものの，航

続距離は現在の HV並みかそれ以上となるため普及への

ハードルは EV よりも低くなっている．本研究では，豊

田市エコドライブ調査のために収集された GPS データ

を用いて，既存車両を PHV などの次世代自動車に置き

換えた時の運用費（電気代+燃料代）や CO2排出量を計

算し，PHV の経済性や環境にもたらす影響について調

べ，PHV 普及のために解決しなければならない課題を

明らかにしている． 

 次頁表 1 には，PHV を取り扱っている既往の研究に

ついてまとめている． 
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表 1 既往研究 

著者・発表年 主な内容 走行パターン 
GPS 

サンプル数 

観測年 

/観測期間 

Smith et al. 

（2011a,b） 

PHV導入による 

削減運用コストの算出 

GPS調査 
（カナダ・ウィニペグ）

76 
2010年 

12ヶ月 

加藤ら（2011） 
PHV導入による 

CO2削減量の算出 

GPS調査 
（日本・豊田市） 

35 
2011年 

5ヶ月 

Khan 

& Kockelman 

（2012） 

EV，PHVの導入可能性 

の検討 GPS調査 
（アメリカ・シアトル）

445 

2004年 

～2006年 

18ヶ月 Lin et al. 

（2012） 

ガンマ分布を用いた 

PHVのエネルギー使用量予測 

堀・金田 

（2009） 

ロジスティック曲線による 

車両の需給シナリオ予測 

日本のユーザーの 

平均的走行パターン 
- 

 
Smith et al.（2011）は 2010 年に収集されたカナダ・ウィ

ニペグでの GPS 調査データを用いて，通勤者の GPS デ

ータから一車両の典型的なトリップパターンを生成する

ことで PHV の運用コストを算出している．外気温や充

電回数，PHV の電力走行距離を変化させて計算してい

る点が特徴的である．加藤らは豊田市での GPS 調査デ

ータを用いて，PHV への置き換えによる CO2 削減量を

算出している．対象車両を HVに絞り，PHVと HVの対

比を行っているのが特徴である．Khan & Kockelman

（2012）とLin et al.（2012）は共に 2004年から 2006年に

かけて収集されたアメリカ・シアトルでの GPS 調査デ

ータを用いている．Khan & Kockelmanは市販されている

PHV，EV への置き換えをシミュレートしていることや，

どれだけの世帯において EV への置き換えが可能かを示

している点が特徴的である．一方，Lin et al.（2012）は走

行距離・パターンのシミュレーションにガンマ分布を用

いることで，PHV のエネルギー使用量を正確に予測で

きることを示している．また堀・金田（2009）は，一律

の走行距離・パターンを想定して PHV の運用コストを

計算し，バッテリー用電池の価格を変動させる等して次

世代自動車の将来需給予測を行っている． 

 しかし，いずれの研究も，運用コストの削減量や CO2

排出の削減量の算出にとどまり，各世帯における最適な

車両選択には言及していない．そこで本研究では豊田市

エコドライブ調査における GPS データを用いて，対象

とする車両全てについての運用コストと CO2排出の削減

量を算出することで，それぞれの世帯の各 PHV 導入に

よる効果を明らかにすることを目的とした．また，補助

金を変化させることで各世帯の車両購入パターンを変化

させ，補助金額による最適車両選択の変化も予測してい

る． 

 

2. データ概要 

 

本章では，分析に用いるデータの概要を示す． 

 

(1) 豊田市エコドライブ調査 

豊田市エコドライブ調査は，実験車両にGPS端末を取

り付けて追跡し，種々のデータを収集したものである．

本研究では157車両を対象に，2011年4月～9月の6ヶ月間

のデータを用いた．図1にはドライバーの性別と年齢層，

図2にはHV車・非HV車の台数を示した． 

 

(2) 実際の車両データ 

 本研究でバッテリー容量の異なるPHVを仮定するにあ

たり，トヨタ自動車より市販されているプリウスPHVを

ベースとした．また，PHVとEVの対比をするため，プ

リウスPHVと重量の近いEVの代表として，日産自動車

のリーフを選んだ．表2に，各車両の主要諸元を示す．

なお，これ以降「燃費」または「電費」という値につい

ては，すべてJC08モード燃費を用いている．これは従来

利用されていた10・15モード燃費よりも実際の燃費に近

くなるように，測定方法が見直されたものである． 

 

 
図 1 ドライバーの性別と年齢層 
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表2 車両諸元 

  プリウスPHV リーフ 

重量 

(kg) 
1410 1520 

バッテリー容量 

(kWh) 
4.4 24 

モーター航続距離 

(km) 
26.4 200 

モーター電費 

(km/kWh) 
8.74 8.33  

HV走行燃費 

(km/L) 
31.6 - 

 
 
3. 計算手法 

 

 本章では，車両の運用費や CO2排出量の計算に用いた

数値データや，計算手法について説明する．本研究では

バッテリー容量に伴って重量の異なる PHV 車両を複数

仮定するが，ここでは重量変化に伴う車両性能の変化と，

走行 1kmあたりの費用やCO2排出量を主に取り扱う． 

 

(1) 使用するデータ 

以下の表3.1に，計算の前提となる各種のデータをま

とめている． 

 

 

ガソリン価格（円） 
電気料金（円） 

昼間 夜間 

138 17.05 9.33 

 

CO2排出量 

内燃機関（kg/L） モーター（kg/kWh） 

2.30  0.39 

 

 

ガソリン価格は2011年11月における愛知県のレギュラ

ーガソリンの平均価格を用いた．電気料金はいずれも中

部電力の電力プランにおける料金で，昼間料金は従量電

灯B，夜間料金は低圧深夜電力Bを想定している．CO2排

出量は，環境省発表資料である「世帯からの二酸化炭素

排出量算定用排出係数一覧」（2005）より引用した． 

 

(2) 車両重量による燃費および電費の変化 

燃費，電費のいずれも，プリウスPHVの2グレード間

の差異を利用して変化量を仮定している． 

a) HV走行燃費の変化 

プリウスPHVのグレードS（1470kg）とグレードG

（1590kg）のHV走行燃費は，それぞれ31.6km/L，

30.8km/Lである．よって，車両重量が100kg変化する時，

HV走行燃費は0.67km/Lだけ変化するとした． 

b) モーター走行電費の変化 

プリウスPHVのグレードS（1470kg）とグレードG

（1590kg）のモーター走行電費は，それぞれ8.74km/kWh，

8.08km/kWhである．よって，車両重量が100kg変化する

時，モーター走行電費は0.55km/kWhだけ変化するとした． 

 

(3) 航続距離とバッテリー容量の決定 

前節3.2より，電費および燃費は車重によって変化する

ため，それを考慮してPHVの航続距離とバッテリー容量

を決定する．本研究では，仮定するPHVはすべてプリウ

スPHVのグレードSを基準にしている．この車両は2章の

表2.2のようなスペックを持ち，80kgのバッテリーを搭載

している． 

そこで，搭載するバッテリー容量をC（kWh）とし，以

下の式（3.3.a）でモーター走行電費を求める．（単位は

km/kWh） 

0.55
100

4.4
180

74.8 






 



C

       (3.3.a) 

また，モーター走行による航続距離をD（km）とおけば，

以下の式（3.3.b）が成立する． 

0.55}
100

4.4

C
-180

{8.74 








 　CD     (3.3.b) 

式（3.3.c）を整理すると以下の式（3.3.3）のようなCに

ついての2次方程式が成立する． 

 

0D9.18C-0.1C 2        (3.3.c) 

 

式（3.3.c）によって決定されたバッテリー容量と，式

（3..3.d）より，HV走行時の燃費を決定する． 

0.8
120

4.4
180

6.31 






 



C

      (3.3.d) 

図 2 HVと非HVの台数 

表 3 各種データ 
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以下表4に，設定したモーター航続距離とバッテリー容

量，それをもとに上式から算出した電費と燃費をまとめ

たものを示す．リーフ（EV）の項は対比のために追加

した．なお，これ以降モーター航続距離がx kmのPHVを

PHVxと表記する． 

 

(4) 走行1kmあたりの費用とCO2排出量 

前節で計算した結果をもとに，走行1kmあたりにかかる

費用と，排出するCO2について，表5にまとめた．なお

各種 PHV，EVの他，従来のCV（ 15km/L）やHV

（30km/L）についても追加している．CVの場合はHV走

行ではなく，純粋な内燃機関走行における値である． 

 

表4 モーター航続距離その他 

モーター 

航続距離 

バッテリー容量

（kWh） 

燃費 

（km/L） 

電費 

（km/kWh） 

10km 1.60 31.94 9.02 

20km 3.28  31.74  8.85  

30km 5.07  31.52  8.67  

40km 6.98  31.29  8.48  

50km 9.06  31.04  8.27  

リーフ（EV） 24 - 8.33 

 

表5 1kmあたりの運用費とCO2排出量 

車種 

1kmあたりの運用費（円） 1kmあたりのCO2排出量（g） 

モーター走行 

（昼間電力） 

モーター走行 

（夜間電力） 

内燃機関走行 

/HV走行 
モーター走行 

内燃機関走行

/HV走行 

CV - - 9.20  - 153.33  

HV - - 4.60  - 76.67  

PHV10 1.89  1.03  4.32  43.24  72.01  

PHV20 1.93  1.05  4.35  44.06  72.47  

PHV30 1.97  1.08  4.38  44.97  72.97  

PHV40 2.01  1.10  4.41  45.98  73.51  

PHV50 2.06  1.13  4.45  47.13  74.11  

EV 2.05  1.12  - 46.82  - 

 

4. 計算結果と考察 
  

本章では 3章で示した手法によって計算した結果を示

し，それについての考察を行う．エコドライブ調査の基

礎集計結果と各 PHV への置き換えで電化できる走行距

離を示した後，実験車両を各 PHV・HV に置き換えた時

の経済性や CO2排出量について示す．また，充電は一日

一回，夜間に行うものとする．ただし，後述の通り EV

には航続距離の問題があるため，置き換え先としては考

慮していない. 

 

(1) 基礎集計 

 ここでは，豊田市エコドライブデータの基礎集計結果

を示す．図3では一日の移動距離の割合を示す．横軸の

Dは移動距離（distance）を表している．一日に長距離を

移動することは少なく，50km以内の移動が9割近くを占

めている.図4には，車両の利用率の分布を示す.これはユ

ーザーが車両を利用した日の割合を表していて，仮に毎

日欠かさず車両を利用したならば100％となる． 

また図5では実験対象車両を全て単一のPHVに置き換え

た時に，電力で置き換えることのできる走行距離（電化

走行距離）を示す．PHV10で全行程の四分の一程度を電

力で走行していて，PHV30から電力で走行する距離の方

が長くなることがわかる.図6はGPS調査期間（半年間）

にユーザーが何度200km以上走行したかを示したグラフ

である．200kmというのは一般的なEVが一度の充電で走

ることのできる距離（航続距離）を想定したもので，こ

こから車両の置き換え先としてEVを考慮することが妥

当かどうかを検討した．一年間の移動回数が単純にこの

倍であれば，一年間で200km以上の移動を少なくとも2

回行うユーザーが半分以上存在することになる．半年間

で移動が0回だったユーザーも，一年を通して200km以

上の移動を行わないとは限らず，一年間で200km以上の

移動を行うユーザーが55％を超える可能性もある．そこ

で本研究では，車両の置き換え先として航続距離の心配

がないHVとEV，CVのみを考慮している． 
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図 3 一日の移動距離の割合 

図 4 車両利用率の分布 

図 5 電化走行距離 図 6 200km走行の回数 
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 (2) 1年間で削減できる運用費とCO2 

 ここでは，1 年間に削減できる運用費や CO2に着目し， 

実験車両を PHV・HVに置換した時の経済性や CO2排出

量について示す．表 6 に，全ての実験車両を同一 PHV

に置換した場合に削減できる運用費と削減できる CO2排

出量の平均値を示す．これらは年間，一車両あたりの値

である．また，すでに HVに乗っているユーザーを置き

換えの対象から除いた場合のものを表 7に示す． 

表6より，PHVについてはバッテリーを多く積むほど

運用費が削減できることがわかる．これは費用の小さい

電力走行距離の割合が増すためである．一方で削減でき

るCO2排出量に関しては，PHV間での差があまり存在し

ないものの，削減できる費用と同じくバッテリーを多く

積む方が有利になっている．最もCO2削減量が大きい

PHV50で2272kg，逆に最も小さいPHV10で2179kgである． 

また当然ではあるが，表 7より，すでにHVに乗って

いるユーザーを置き換え対象から除けば，一車両あたり

の費用削減・CO2削減効果は大きくなることがわかる．

置き換える対象からHVをはずすと，削減できる運用費

の年間平均は 1万円強，削減できるCO2排出量の年間平

均は 500kg程度増加する．ただし，バッテリーを多く積

むほど年間で削減できる運用費が大きくなることや，

CO2排出量に関して PHV間での差があまり存在しない

という傾向は，全車両を置き換え対象とした時と変わら

ないことがわかる． 

 

表6 削減できる運用費とCO2（全車両を置換） 

置換先 

の車種 

削減できる運用費（円） 削減できる 

CO2（kg） 昼間電力 夜間電力 

HV 30799 2068 

PHV10 39131  41186  2179  

PHV20 43044  46677  2223  

PHV30 45578  50303  2250  

PHV40 47281  52880  2266  

PHV50 48203  54450  2272  

 

表7 削減できる運用費とCO2（HVを除いて置換） 

置換先 

の車種 

削減できる運用費（円） 削減できる 

CO2（kg） 昼間電力 夜間電力 

HV 43216 2530 

PHV10 51075  53058  2634  

PHV20 54643  58066  2674  

PHV30 56859  61243  2697  

PHV40 58317  63462  2711  

PHV50 59083  64787  2716  

 
 
 

5. 最適車種への置き換え 
 

4章2節では，各種PHVがどれだけ運用費やCO2排出量

を減らせるか計算した結果，PHVのバッテリーが大きい

程それぞれの効果は高いことがわかった．よって同じ価

格でPHV10～PHV50が用意され，かつHVとPHVの価格

差が十分小さければ，消費者は皆PHV50を選択するべき

である．しかし実際にはバッテリー容量の大きなPHVは

価格も高くなると考えられ，またHVとPHVの価格差も

現状ではかなり大きい．そこで本章では，車体の購入価

格やバッテリー容量による価格差まで考慮し，HV，さ

らには一部でCVも含め，10年間保有した時の総額を考

慮した最適車両について考える． 

 

(1) PHVの現状 

現在，HVとPHVの価格差が最も分かりやすいのはト

ヨタ自動車が販売している「プリウス」（HV）と，

「プリウスPHV」である．2012年1月現在，プリウス

（グレードS）の価格は232万円，プリウスPHVの価格は

320万円で，ここから政府が交付している次世代自動車

普及補助金の45万円を差し引けば，その差額は43万円と

なる．そして実験車両を全てプリウスに置き換えた時と，

プリウスPHVに置き換えた時の年間差額は，夜間電気料

金の下で一人当たり約18500（円）である．プリウスと

プリウスPHVの差額を取り戻すには，平均で23年以上も

保有する必要があり，最も早く差額が取り戻せる人でも

12年以上保有する必要がある．Khan & Kockelman

（2012）の研究においても，PHVのユーザーが同クラス

の車種との差額を取り戻すには長期の車両保有が必要で

あるとしている（一日で平均30マイル走行する人だと，

シボレー・ボルトとクルーズの間で11年間，日産・リー

フとヴァーサの間で10年間の保有が必要としている）．

PHVの導入はCO2の削減には一定の効果があるものの，

個人にはそのメリットが無く，PHVに乗り換える要因に

はなりにくい．そこで次節以降では，補助金額を現状か

ら変動させた上で最適車両などの再検討を行う． 

 

(2) 用いる仮定 

現在，東京都ではEV・PHVの購入者に対して自動車

税を5年間免除している．また愛知県も，2012～2013年

度の購入者に対して同様の政策をとる方針を固めた

（2012年1月現在）．プリウスPHVや今回仮定する各

PHVの自動車税は年額39500円，5年間の免税額は約20万

円となるため，実質的に補助金が20万円増加したことに

なる．そこで，補助金を20万円，25万円，30万円増やし

た場合の3通りを仮定して，最適車両の検討と，CO2削

減量の算出を行う． 

また，バッテリー容量の変化による車体価格の変動も
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考慮する．現在EV・PHVに搭載されるバッテリーのほ

とんどがリチウムイオン電池を採用している．電池は生

産技術向上による価格の変動が激しいが，本研究では

1kWhあたり3万円として計算した．これはLG化学社

（韓国）が2011年2月に明かした量産価格で，車載用リ

チウムイオンバッテリーとして現状では国内外を含めて

最安値である．これを参考に，バッテリー容量による

PHV車体価格の変動は1kWhあたり3万円とした 

 なおCVについては，燃費を15km/Lとし，HVよりもさ

らに価格が30万円安いものを仮定した．これは，トヨタ

自動車が販売しているカローラフィールダー（排気量

1.8L，202万5千円）を参考に決定した． 

 

(3) 10年間保有時の最適車両タイプ（全車両を置換） 

 新車購入後，10年間その車両を保有するとして，初期

投資やPHV間の価格差まで含めた最適車両タイプの検討

を行った．なお前提として車両は現在保有しているもの

から必ず置き換えるとし，HVか各PHVのうち最も経済

的な車両を選ぶものとする．表8は補助金を追加しない

場合と,20万円，25万円，30万円追加した時に,乗り換え

先として各車両を選択するユーザーの割合である． 

1節で述べたように，現状では実験対象者の中に費用面

からPHVを選ぶ人はほとんど存在しない．補助金を20万

円追加する事で，PHVを選ぶ人の割合が4割程度となる

が，これは東京都や愛知県の免税政策に近い額である．

HVとPHVの差額が20万円程度になれば，PHVが価格的

に優位に立つ可能性が充分にあることがわかる． 

 なお，ここでは車両の置き換え先としてHVとPHVの

み対象としているが，それらより価格の小さなCV

（15km/L）も含めた場合の最適車両タイプについて，表

9で検討している．置き換え先にCVを加えると，現状で

も4割程度のユーザーが経済性の面からCVを選ぶことが

わかる．この傾向は補助金を増やしていっても変わらず，

一定数の（移動距離の少ない）ユーザーにとっては

HV・PHVといった「初期投資が大きく運用費が小さ

い」車両は費用面で不利になることがわかる． 

 

表8 最適車両タイプ 

  
補助金額 

補助無 20 万円 25 万円 30 万円

PHV10 0 0 10.8 36.9 

PHV20 0 14.6 22.3 24.2 

PHV30 0 11.5 12.1 12.1 

PHV40 0.6 10.8 12.1 12.1 

PHV50 0 3.2 3.2 3.2 

HV 99.4 59.9 39.5 11.5 

（単位は％） 

 

表9 最適車両タイプ（置換先にCVを追加） 

  
補助金額 

補助無 20 万円 25 万円 30 万円

PHV10 0 0 5.7 17.8 

PHV20 0 14.6 21.0  22.9 

PHV30 0 11.5 12.1 12.1 

PHV40 0.6 10.8 12.1 12.1 

PHV50 0 3.2 3.2 3.2 

HV 58.6 19.1 5.7 0 

CV 40.8 40.8 40.1 31.8 

（単位は％） 

 

(4) 10年間保有時の最適車両タイプ（CVのみ置換） 

 10年間の保有などの前提は前節と同じだが，既にHV

に乗っているユーザーを置き換えの対象から外した時の

結果を表10に示す．また，置き換え先にCVを加えた時

の結果を表11に示す． 

 表10より，現在CVに乗っているユーザーの多くは

PHVよりもHVの方が費用面で有利になる場合が多いこ

とがわかる．20万円の補助金を出しても，PHVを選ぶユ

ーザーの割合は4分の１を下回る． 

 表11より，CVユーザーの多くが乗り換え先でもCVを

選ぶことがわかる．補助金を追加するにつれてHVを選

ぶユーザーが減り，PHVを選ぶユーザーが増える事から，

比較的長距離を走るユーザーが，補助金により価格差の

小さくなったPHVを選択すると考えられる． 

 そして補助金額を30万円追加した場合はHVを選ぶユ

ーザーがいなくなる．この傾向は表9でも見られるが，

置換先にCVを選ぶユーザーの割合は表11の方が高い． 

これは，既にHVに乗っているユーザーの多くが長距離

を走ることが原因だと考えられる． 

 全体を通して，PHVの中でも比較的小さなバッテリー

を搭載するPHV10とPHV20が有利になるユーザーが多い．

充電切れの心配がないPHVにとって，高価なバッテリー

をむやみに大容量化することは避けた方が良いというこ

とである． 

 

表10 最適車両タイプ（除HV） 

  
補助金額 

補助無 20 万円 25 万円 30 万円

PHV10 0 0 8.9 28.7 

PHV20 0 10.8 14.0  15.3 

PHV30 0 5.7 6.4 6.4 

PHV40 0 5.1 6.4 6.4 

PHV50 0 1.3 1.3 1.3 

HV 100 77.1 63.1 42.0  

（単位は％） 
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表11 最適車両タイプ（除HV・置換先にCVを追加） 

  
補助金額 

補助無 20 万円 25 万円 30 万円

PHV10 0 0 6.7 20.0  

PHV20 0 16.2 19.0  21.0  

PHV30 0 8.6 9.5 9.5 

PHV40 0 7.6 9.5 9.5 

PHV50 0 1.9 1.9 1.9 

HV 52.4 18.1 5.7 0 

CV 47.6 47.6 47.6 38.1 

（単位は％） 

 (5) 車両置換時のCO2排出削減量 

 本節では，各ユーザーの車両を最適な車種に置き換え

た時のCO2排出の削減量について述べる．以下の表12は，

全車両を最適な（10年間で最も費用の小さい）車両に置

き換えた時の，年間一人あたりのCO2削減量（kg）を示

している．表13では置き換える対象からHVユーザーを

除き，同様にCO2削減量を示している．それぞれの表か

ら，置換先の車両にCVを加えた場合はCO2削減量がや

や劣る事がわかる．置換元の車両をCVのみに絞った表

13では,表12に比べてCO2削減量の平均が跳ね上がってい

るが，対象が全車両の約3分の2（103/157）であり，総合

計を比較した場合は全車両を置き換えた時の方がCO2削

減量は大きい．例えば，補助金を20万円追加し，置換先

の車両を「HV・PHV」のみとした場合，全車両を置き

換えた場合は年間で342.4トンのCO2を削減できるのに対

し，CVのみを置き換えた場合の削減量は294.1トンにと

どまる． 

 

表12 CO2削減量年間平均 

  
置換先の車両 

CV・HV・PHV HV・PHV 

補助無 1812.0  2068.9  

+20 万円 2050.7  2180.8  

+25 万円 2076.4  2210.4  

+30 万円 2127.6  2232.7  

（単位はkg） 

 
表13 CO2削減量年間平均（除HV） 

  
置換先の車両 

CV・HV・PHV HV・PHV 

補助無 2620.2  2795.7  

+20 万円 2753.9  2855.2  

+25 万円 2767.5  2875.3  

+30 万円 2806.4  2892.2  

（単位はkg） 

 
 
 

6. 結論 

 

(1) 研究成果 

a)PHVの実際の経済性を示した． 

 PHVはHVよりも優れた経済性を持っているというの

は必ずしも正しい認識とは言えず，ユーザーの利用実態

に合わせた車種選択を行う必要がある． 

b) 次世代自動車普及がもたらす環境への効果を示した． 

 現有車両を次世代自動車に置き換えることによるCO2

削減効果を算出した．しかしHVとPHV，またPHVのバ

ッテリー容量の違いによるCO2削減量の違いはさほど大

きくないことが明らかとなった． 

c)PHVの現状と課題を示した． 

 東京都と愛知県を除いて，現状，PHVを選ぶことで費

用面から有利になるユーザーは非常に限定的と考えられ

る．HVとPHVの価格差が20万円程度になれば，PHVを

選ぶユーザーが3~4割程度存在すると考えられる． 

 

(2) 今後の課題 

 本研究ではPHV車両の仮定にあたり，重量によるバッ

テリー電費の変化を，市販されているプリウスPHVの性

能を参考に決定したが，車両重量と車載バッテリーの効

率に関する一般的な基準があれば，より正確な仮定がで

きるはずである．また電気料金については昼間・夜間の

両方，5章では夜間料金を前提に計算を行ったが，現状

夜間料金を利用するためには昼間料金が割高になるプラ

ンに加入する必要がある．本研究では昼間料金の割り増

し分を考慮していないため，実際にはもう少しPHVが不

利となる．PHV等の次世代自動車普及のためには，安価

で簡易に夜間電力を利用するための仕組みが必要である． 
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Analysis on efficiency of plug-in hybrid vehicle 
 

using GPS survey data at Toyota City 
 

Makoto KUBO, Toshiyuki YAMAMOTO and Takayuki MORIKAWA 
 

In Japan, a lot of people get interested in next-generation vehicles because of penetration of environ-
mental awareness and rising oil prices. Hybrid vehicle (HV) and electric vehicle (EV) are already popular 
especially the former. Plug-in hybrid vehicle (PHV), the main target of this study is a combination of HV 
and EV and attracting attentions. However the economy and other benefits of PHV are not well known 
yet. In this study, reductions in operating costs and CO2 emissions were investigated by using GPS survey 
data at Toyota City. As a result, this study revealed the obstacles for spread of PHV. 

 


